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○犯罪被害者等基本法の基本的施策に係る児童虐待・性暴力・DV・ストーカー被害者

及び身体医療に関する要望について

基本法第１３条関係（給付金の支給に係る制度の充実等）

③医療費等の補償制度の創設

遠くに通院するときに、高速道路の費用が半額になる

という援助を受けている人がいると聞いたが、同等のサ

ービスを受けたい。

１．高速道路をはじめ、有料道路の通行料金については、障害者

割引として、障害者の方が、通院、通勤、通学等の日常生活で

自動車を運転して有料道路を利用する場合等に、社会経済的な

自立支援のため、一定の要件を設けて料金割引を実施している。

２．一方、有料道路制度は、料金収入によって道路の建設等に要

する費用を償う制度であり、料金の割引による減収分は他の利

用者の方が負担することとなるため、割引の目的及びその対象

等については、他の利用者の理解を得られるものとすることが

必要である。

３．このため、割引制度の創設については、割引適用者が外出す

る際の移動困難性の実態等について十分な把握が必要であるほ

か、同様に障害者割引を実施している他の事業者の動向も踏ま

えながら、割引の妥当性や適用要件等について、慎重に検討す

る必要があるものと考える。
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身体障害者等割引制度の概要

１．割引制度の趣旨
近年の障害者のノーマライゼーションの考え方の急速

な普及を踏まえ、障害者の方が移動する場合、身体的苦
痛や疲労が著しいため、交通混雑の激しい一般道路を回
避して走行条件の良い有料道路を利用することが相当程
度余儀なくされている実情にかんがみ、その社会経済的
自立を阻むことのないよう設けられた制度。

２．割引制度の内容
(1) 対象者
① 本人運転の場合

全ての身体障害者
② 介護者運転の場合

重度の身体障害者又は重度の知的障害者

(2) 対象自動車
障害者１人につき１台、登録された自動車を利用す

る場合に適用。

① 車種要件
・乗用自動車
・貨物自動車（乗用車類似のﾗｲﾄﾊﾞﾝ等に限る。）
・身体障害者輸送車（乗用車類似のものに限る。）
※営業用の車両を除く。

② 所有要件
1) 本人運転の場合
・身体障害者又は親族等が所有する自動車

2) 介護者運転の場合
・重度障害者又は親族等が所有する自動車
・上記の者がこれらの自動車を所有していない場
合にあっては、当該重度障害者を継続して日常
的に介護している者が所有する自動車

(3) 割 引 率 ５０％以下（通常５０％）

(4) 料金所における手続
＜ＥＴＣを利用しない場合＞
・手帳の提示
(事前に市町村福祉事務所等で割引の適用ができる旨の押印､自動車登録番号又は車両番号、有効期
間の記載を受ける｡)

＜ＥＴＣを利用する場合＞
・事前に登録されたＥＴＣカードを事前に登録され
た車載器に挿入してノンストップで走行


